はじめに


　平成16年に発生した新潟県中越地震や平成19年7月に発生した新潟県中越沖地震をはじめ、当県は数多くの自然災害に見舞われてきました。
　一方で、多くのボランティアの皆さんが全国から訪れ、被災者救援のために力強く活動をしてくれました。新潟県中越沖地震の際には平成２０年12月末までに２万８千人を超えるボランティアを受け入れ、今現在もボランティア活動は継続しております。その献身的な活動には深く感動し、また感謝しています。

　これらの災害は本県に物理的にも精神的にも大きな打撃を与えましたが、県災害救援ボランティア本部及び市町村災害ボランティアセンターの運営を通じて学んだことも非常に多くありました。こうした経験を活かし、今後起こりうる災害に最大限に対応することを目指して、新潟県災害ボランティア活動連絡協議会では災害時のボランティア活動の指針となるハンドブックを作成いたしました。

　このハンドブックは、最低限必要である県災害救援ボランティア本部設置や市町村の災害ボランティアセンター設置を中心とし、平常時の取り組みも取り入れました。しかし、災害ボランティアと言っても、災害の種類や規模、起こった地域や時期等により、その活動は一様ではありません。このハンドブックはあくまでも新潟県が経験したことを記したガイドラインであり、災害発生時にはその地域の特性や災害の種類、規模などに応じて各自が工夫をし、臨機応変に対応していただければと思います。

　内容は今後さらに充実させていきたいと考えていますので、定期的に見直し、常に最新情報を取り入れたものにしていく予定です。私たちの経験が他の地域でも役に立てばと願っています。

新潟県災害ボランティア活動連絡協議会　　　
全体の組織図
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１　県災害救援ボランティア本部


（１）設　置

① 立ち上げ
　災害が発生し、ボランティア活動の可能性が考えられるとき、新潟県災害ボランティア活動連絡協議会常任幹事長は常任幹事会を招集し、新潟県災害救援ボランティア本部（以後、県ボランティア本部という。）設置を協議する。また、必要に応じて、本部の現地組織等の設置についても協議する。

　ただし、常任幹事長に事故あるときは、予め指定した常任幹事が常任幹事会を招集する。

＜立ち上げの手順＞

ｱ　常任幹事会は招集を受けて集合し、設置を協議

ｲ　本部を設置する施設の安全確認、基本資機材、電話番号、体制等の確認

ｳ　担当者を確保し、状況に応じて役割分担を行い、責任者を決定

ｴ　被災地外に協力要請

ｵ　情報受発信の準備

ｶ　設置を広報し、ボランティアや物資の受け入れ拠点ではないことを周知

＊本部の現地組織を設置する場合も、同様に確認・準備する。

② 構成員

　新潟県災害ボランティア活動連絡協議会の構成員とする。ただし、状況により他のボランティア団体等が加わる。
③ 本部の役割

ｱ　被災状況、各種の団体の活動状況などに関する、行政、関係団体等との情報交換

（本部・現地組織）

ｲ　被災地の外に向けた、支援資金やボランティア受け入れ体制などの情報発信

（現地組織）

ｳ　マスコミや行政、県内外の支援団体などへの総合窓口
（本部）

ｴ　市町村災害ボランティアセンターの立ち上げ・運営支援（コーディネーター派遣等）



（本部）

ｵ　市町村災害ボランティアセンターだけでは対応できない課題やニーズに対し、支援要請や連絡調整を行うなど、市町村災害ボランティアセンターをサポート
（現地組織・本部）

＊
本部の現地組織を設置する場合は、県ボランティア本部との情報共有を密にすること。設置しない場合は全ての役割を本部で担う。

④ 設置場所
　県ボランティア本部は新潟ユニゾンプラザ３階　新潟県社会福祉協議会内に設置する。ただし、被災のため使用できない場合は、すみやかに代替場所を用意する。

　現地組織を設置する場合は、被災地あるいは被災地に近い場所で適当な施設を確保し、設置する。公的施設を中心に確保するが、被災のため不可能な場合は、安全を確保した上で仮設施設等を設営する。

⑤ 設置者

　新潟県災害ボランティア活動連絡協議会

⑥ 資機材

　県ボランティア本部に必要な資機材は、原則として、設置場所となる県社協の資機材を借用することとするが、必要に応じて手配する。また、現地組織を設置する場合はその設置場所の状況に応じて手配をする。調達について事前に確認しておく。



⑦ 本部員

　連絡協議会構成員のうち、新潟県社会福祉協議会、県県民生活課、県福祉保健課、ＮＰＯなど。


ｱ　県や県社会福祉協議会の指揮下で動く機関ではなく、県ボランティア本部として活動することを理解した上で役割分担を明確にする。
ｲ　県災害対策本部などとの連絡調整に当たっては、県災害対策本部ボランティア調整班と情報の共有を行う。

ｳ　被災地外からの情報受発信ができるボランティアやコーディネーターが必要な場合、役割を明確にしておく。
ｴ　県ボランティア本部代表には新潟県災害ボランティア活動連絡協議会の会長を充て、事務局長には幹事長を充てる。ただし、会長、幹事長に事故ある時は、予め指定した順序により選任する。現地組織を設置する場合は、その代表者は状況に応じて決める。

（２）運営

① 組織
（　）内は想定される人数















＊　それぞれの担当人数については、状況に応じて変化する。




ｱ　各部署にチーフ（責任者）をおく。

ｲ　定期打合せを行う。

ｳ　交代要員を確保し、引継ぎファイルを作成して情報の伝達を確実にする。
ｴ　現地組織との情報伝達を定期的に行う。

② 情報収集・提供
　直接・間接に可能な限り多くの情報を収集し、それらの情報を精査し、被災地内外に発信する。同時に、様々な問い合わせに対応する。

＜ 収　集 ＞
ｱ　派遣しているコーディネーターを通じて現地の情報を収集、確認する。

ｲ　必要があれば直接現地に行って情報収集する。

ｳ　県災害対策本部、市町村災害対策本部、市町村災害ボランティアセンター、その他のＮＰＯなどの持つ情報や、被災地外から発信される情報を収集する。

ｴ　インターネットなどを通じて情報を収集する。

＜ 発　信 ＞
ｱ　収集した情報を整理・分析し、被災地の状況やボランティア活動の状況を把握し、支援要請が必要なものについては要請先等を検討し、情報として発信する。

ｲ　本部のホームページを設置し、情報発信する。

ｳ　情報発信には県ボランティア本部ホームページの他、県や社協のホームページ、電話、ファックスなど、状況に応じた手段を利用する。

ｴ　マスコミ報道は、時間的なずれや支援物資の偏りなどを生むが、効果的に活用する。


　本部で受けたボランティア関連の苦情などは、事実確認を行ってから市町村災害ボランティアセンターへ伝達する。
③ ニーズの収集

　市町村災害ボランティアセンターからボランティア受入数及び翌日必要数、不足している資機材などを定期的に情報収集する。


ｱ　収集の際には、ボランティアの振り分けやマスコミ対応のために情報が必要であることを市町村災害ボランティアセンターに説明する。
ｲ　定時報告とするが、現地の事情を考慮する（急がせない）。
④ ボランティアの募集

　市町村災害ボランティアセンターからの要請を受けてボランティアを募集する。

＜募集の方法＞

ｱ　募集している市町村災害ボランティアセンターを紹介する。
ｲ　直接現地に行く前に市町村災害ボランティアセンターに連絡することを明記する。
ｳ　募集は、状況に応じて県ボランティア本部ホームページ、県ホームページ、新聞、テレビ等で実施する。ただし、マスコミを通じた情報提供は時差が出ることも多いので留意する。

⑤ コーディネーターの派遣

　市町村災害ボランティアセンターにボランティアコーディネーターを派遣する。

＜派遣の方法＞

ｱ　連絡協議会構成団体からコーディネーターを市町村災害ボランティアセンターに派遣する。
ｲ　必要に応じて県外社協やその他の団体の支援を要請する。
⑥ 物資
・資機材の受け入れ・配給

　原則として、県ボランティア本部では物資や資機材の受け入れ・配給を行わないが、現地組織で行う場合がある。しかし、提供の申し出や、事前に連絡なく送られてくる避けられない物資・資機材がある。
＜物資・資機材の処理＞

ｱ　まとまった量の物資や資機材提供の申し出があった場合は、物資の場合は県災害対策本部に対応を依頼する。また、資機材の場合は、市町村災害ボランティアセンターの状況や希望を確認した上で、直接送付してもらうよう手配する。

ｲ　事前連絡がなく送られてくる物資・資機材については、中を確認した上で、状況に応じて県災害対策本部、市町村災害対策本部、市町村災害ボランティアセンター等に配給する。

ｳ　市町村災害ボランティアセンターの要請等に応じて、関係団体に物資や資機材の要請を行う。また、ホームページ、マスコミ等を通じて一般に要請を行う。

ｴ　インターネットやマスコミなどを通じて不特定多数に向けて物資や資機材を要請する際には、送付の際の留意事項を明確にする。
ｵ　送られてきたもので、腐敗したり、活用が不能な状態のものは適宜処分する。
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⑦ 専門ボランティア

　専門的な資格などを持つボランティアを専門ボランティアと呼び、専門性については以下のようなものがあげられる。

	救助・救援
	被災者の救助・救援活動その他避難誘導等の支援活動を行う。消防や警察業務の知識や経験があるとよい。

	医療・助産
	発災直後の医療活動や病院等における医療支援を行う。医師、看護職、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士等。

	介護
	避難所等における要援護者への対応、一般ボラへの指導等を行う。介護福祉士の知識や経験があるとよい。

	通訳（外国語、手話）
	災害発生時や避難所等における外国人あるいは聴覚障害者と周囲の人との通訳をする。外国語通訳者、手話通訳者等。

	輸送
	トラックによる支援物資の輸送や、バスによるボランティアの輸送を行う。免許を持ち、実際に運転できる人。

	情報・通信
	一般通信機器の利用が困難な場合に、携帯用無線機やバイク等を活用し、情報の伝達にあたる。アマチュア無線やバイク免許所有者

	建物判定
	建物の倒壊、外壁等落下の危険度を調査し、建物使用の可否の判定を行う。応急危険度判定士。

	障害物除去
	重機等を活用し、大型の障害物を除去する。特殊車両の免許や重機を有する人または団体。

	家畜防疫・ペット保護
	家畜伝染病の蔓延防止や家畜・ペット等の応急保護を行う。獣医師。

	栄養管理指導
	避難所等被災地での栄養改善等の指導を行う。栄養士、栄養管理士など。

	食品衛生
	避難所や被災地での食品衛生指導を行う。食品衛生指導員など。


　これらの専門ボランティアについては、県ボランティア本部に照会があった場合には、とりまとめている団体があればその団体を紹介し、団体が特にない場合には、市町村災害ボランティアセンターに直接連絡してもらう。

　県ボランティア本部に登録している専門ボランティアについては、市町村災害ボランティアセンターの要請に応じて連絡し、活動してもらう。
　新潟県災害ボランティア活動連絡協議会は、専門ボランティアを受け入れる団体と連携し、専門ボランティアが専門性を活かせるような環境を整備する。また、現在ボランティアの受入をしていない団体に対して、災害時の体制整備を進め、組織的な協力体制を整備する。

（３）各種調達

① 資金調達

　県ボランティア本部の運営には、活動に必要な資機材の購入や手配などのための資金が不可欠である。また、市町村災害ボランティアセンター支援のための資金が必要となってくる。

ｱ　県ボランティア本部の運営費及び市町村災害ボランティアセンター支援のための資金は、「新潟県災害ボランティア基金」を取り崩して充当する。

ｲ　その他、活動に必要な資金の調達については、あらかじめ協議しておく。

ｳ　既存のボランティア活動基金の補充について検討しておく。

ｴ　全国にボランティア活動資金の募金を呼びかける。（県ボランティア本部に対する募金は、新潟県災害ボランティア基金に繰り入れる。）

ｵ　各種の支援団体等に働きかける。

② 資機材調達

　県ボランティア本部に必要な資機材は、原則として、設置場所となる県社協の資機材を借用することとするが、必要に応じて手配する。また、現地組織を設置する場合はその設置場所の状況に応じて手配をする。

	資機材
	調達先
	備考

	机・椅子
	
	

	ホワイトボード
	
	

	掲示板用ボード
	
	

	固定電話
	
	

	携帯電話
	
	

	無線
	
	

	ファックス
	
	

	パソコン
	
	

	コピー機
	
	

	テレビ
	
	

	ラジオ
	
	

	地図
	
	

	事務用品
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


＊調達先は、確定したら記入する。
③ 人員調達

　災害の規模や設置する県ボランティア本部の規模により、連絡協議会の構成団体から本部員を調達する。
	本部組織
	構成団体
	業務

	本部長
	県社協会長
	全体統括、渉外

	事務局長
	県社協事務局長
	運営統括、マスコミ対応

	総務班
	県社協
日赤新潟支部
共同募金会
青年会議所
ＮＰＯ
県
	運営統括補佐、総務班統括、資金管理、

連絡調整、記録、電話対応

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	情報班
	県社協
ＮＰＯ
県
	情報班統括、ボラ受入数等統計収集、
ニーズ調査、情報収集、情報提供、

情報発信

	
	
	

	
	
	

	市町村災害ボラセンター支援班
	県社協、青年会議所、ＮＰＯ
	支援班統括、ニーズ分析・精査、連絡調整、手配、コーディネーター派遣


	現地組織
	構成団体
	業務

	センター長
	ＮＰＯ
	全体統括、渉外

	事務局長
	ＮＰＯ
	運営統括、マスコミ対応

	総務班
	ＮＰＯ、青年会議所、県社協、県
	運営統括補佐、総務班統括、資金管理、
連絡調整

	
	
	

	
	
	

	情報班
	ＮＰＯ、青年会議所、県社協、県
	情報班統括、情報収集、情報整理、
情報発信

	市町村災害ボラセンター支援班
	ＮＰＯ、青年会議所、県社協
	支援班統括、ニーズ把握、連絡調整、手配
コーディネーター派遣等


＊　「ＮＰＯ」はＮＰＯ法人に限らず、任意団体や青年団体等の各種団体を含む。
＊　現地組織では長期ボランティアの支援を求めたり、必要に応じて事務職員を雇用する。


（４）連携

① 県ボランティア本部と市町村災害ボランティアセンター
　県ボランティア本部は市町村災害ボランティアセンターにコーディネーターを派遣し、派遣したコーディネーターを通じて被災の各種状況を把握する。また、市町村災害ボランティアセンターに県ボランティア本部との連絡係を配置し、定時連絡等を行う。
　連絡係については、県ボランティア本部から派遣することが望ましいが、状況に応じて県ボランティア本部から派遣されたコーディネーターや市町村災害ボランティアセンターのスタッフを割り当てる。

　市町村災害ボランティアセンターは、必要なときは県ボランティア本部との調整会議を求めることができる。県ボランティア本部は、必要に応じて市町村災害ボランティアセンターの担当者等を招請し、相互の連絡調整を図ったり、現地のニーズの把握に努める。

② 県社会福祉協議会と市町村社会福祉協議会
ｱ　県社会福祉協議会
県社協は、「新潟県内社協における災害救援活動に関する相互支援協定締結に向けての指針」（平成20年12月策定）（以下「県内社協相互支援協定指針」という。）の「Ⅳ県社協の活動指針」に基づき、県内社協のネットワークによる相互支援活動を円滑かつ効果的に実行するため、主に、以下の連絡調整機能を担う。

・　支援社協（市町村社協）に対する、被災状況に関する継続的な情報提供や職員派遣、災害救援活動に関する情報等の提供（伝達）。

・　県内外の社協や関係機関・団体等に対する、被害情報や被災地住民の生活課題、ボランティアの受入れ等に関する広域的な情報発信。

・　被災地社協からの支援要請に基づく「被災地支援を進めるための活動方針」の策定及び、災害ボランティアセンター等推進拠点に必要とされる人材の調整、支援社協（市町村社協）に対する職員の派遣依頼。

・　主に発災直後における、被災地社協からの支援要請によらない、県社協及び支援社協（市町村社協）の協働による先遣隊を設置及び、派遣体制に関しての調整。

ｲ　市町村社会福祉協議会

市町村社協は、「県内社協相互支援協定指針」の「Ⅲ支援社協の活動指針」に基づき、相互支援や職員の派遣などを行う。

＜相互支援の内容＞

・　被災直後の被災状況の把握及び災害全般に関する情報収集、調査活動

・　災害救援活動の開始及び終息に関する情報交換

・　災害ボランティアセンター等推進拠点の設置及び運営

・　災害時の要援護者等の生活課題の解決に向けた組織的対応　など

＜職員の派遣＞

・　県社協から職員の派遣要請を受けた支援社協（市町村社協）は、県社協と連携・協働し、県内市町村社協の相互扶助の精神に基づいて、出来る限り積極的な職員派遣に協力する。

・　大規模災害では災害救援活動が長期化するため、継続した支援体制を整えておく必要がある。

※　詳細は、「県内社協相互支援協定指針」の「Ⅲ支援社協の活動指針」を参照のこと。

③ 県社会福祉協議会と県外社会福祉協議会

　県社協は、被害の状況等を確認し、全国社会福祉協議会や関東ブロック内都県・政令指定都市社協等との連携を図り、コーディネーター等職員派遣等に伴う連絡調整を行う。

④ 県と市町村

　県災対本部ボランティア調整班は、被災市町村の市民活動・ボランティア等の担当部署からの情報収集、市町村災害対策本部からの情報収集（県災害対策本部を通じても収集）を行い、情報を県ボランティア本部と共有する。

⑤ 県と他県

　県は、必要に応じて他県のボランティア・市民活動・ＮＰＯ担当部署の支援を要請する。

⑥ 県内ＮＰＯと県外ＮＰＯ

　県内ＮＰＯは、県外ＮＰＯと連絡を取り合い、ボランティア活動のために必要な資機材などの調達を行う。また、県内ＮＰＯ組織の協力により情報収集を行う。これらの情報は県ボランティア本部や市町村災害ボランティアセンターにおいて共有する。

（５）県ボランティア本部の閉鎖

　ボランティア活動の状況を見て、連絡協議会常任幹事長が常任幹事会を招集し、閉鎖の時期を協議する。なお、県災害対策本部閉鎖後も県ボランティア本部の活動を継続する場合がある。



　新潟県社会福祉協議会が、県社協及び市町村社協を構成員とする「社会福祉協議会の災害時における人材派遣システムのあり方に関する検討会」を設置・検討し、平成20年12月策定したもの。

この指針は、“災害時における相互扶助の精神に基づく県内社協のネットワーク活動”をより強固なものにし、そのメリットを最大限に活かした災害救援活動を実行するため、被災地社協、被災地を支援する社協及び県社協が果たすべき役割と連携のあり方など、“災害救援活動の根幹”として掲げたものである。
２　市町村災害ボランティアセンター

（１）設　置

① 立ち上げ
　市町村災害ボランティアセンター設置については、被災市町村地域防災計画に定められた事項に基づき、可能な限り発災後２４時間以内に判断することが望ましいが、状況によってはじっくり判断することも重要である。
　設置については、市町村とともに県ボランティア本部（あるいは県災害ボランティア活動連絡協議会）のメンバーも同行し、実際に現場を視察し、被災状況を調査・確認した上で、必要性について判断する。

＜立ち上げの手順＞

ｱ　関係者は、自分と家族、近隣の安全を確保できた人からできるだけ早く市町村災害ボランティアセンターの設置予定場所に集まり、設置について協議する。
ｲ　センターを設置する施設の安全確認、基本資機材、電話番号、態勢等確認をする。
ｳ　組織の役割分担、活動予定期間、人員等について確認する。
ｴ　情報受発信の準備をする。
ｵ　センター設置を広報する。

＊　必要に応じて、県ボランティア本部に人員の派遣や資機材、資金に関して相談すること。
② 構成員
　市町村災害ボランティアセンターは、市町村社会福祉協議会、ＮＰＯ、青年会議所（ＪＣ）、市町村行政各種ボランティア団体等で協働運営する。

　最近の市町村災害ボランティアセンターの立ち上げ・運営状況をみると、協働を前提として社協が中心的役割を果たしている。社協が中心的役割を担う理由としては、民間福祉の中核的な団体として、住民、関係機関とのネットワークを持ち、被災地域の土地勘、地域性がわかる組織であること。また、地元の情報が容易に入ってくる組織であること。さらに、高齢者、障害者等の災害時要援護者の状況を把握していることや緊急救援期以降の継続的な支援が期待できることなどがある。
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【ボランティアセンター受付風景】

建物が使えず、テントが災害ボランティアセンターに

③ 設置場所
　市町村社協は、市町村および関係団体と協議し、あらかじめ社協福祉センターや公民館などの候補地を決めておく（複数候補を検討しておく）。なお、事前に市町村地域防災計画に定めておくことが望ましい。
＜設置場所を決める際の条件＞
ｱ
被災地内か被災地に近いかどうか（被災地での活動を円滑にするため）
ｲ
公共交通機関から近いかなど、交通至便な場所かどうか、広い駐車場があるかどうか（参加するボランティアのアクセスの便宜を図るため）
ｳ
１日に最大で数百人から千人規模のボランティアに対応できるスペースがあるかどうか
ｴ
事務用品や資機材の確保ができるかどうか
ｵ
資機材の保管スペースがあるかどうか
ｶ
社協の事務局の入っている施設かどうか
ｷ
支所（ブランチ）を設けるかどうか
ｸ
動線のある機能的な空間デザインができるかどうか
＊
現地の状況に応じて、屋外にテントやコンテナハウス、プレハブを建設し、対応しなければならない場合もある。
④ 開所
　開所にあたっては、マスコミ等を有効に活用して告知する。市町村災害ボランティアセンターのホームページを開設し、全国に情報発信していくことも大切である。
　発災直後の１週間や、最初の休日には多くのボランティアが来ることが予想されるので、対応できる態勢を整えておく必要がある。
（２）運　営
　市町村災害ボランティアセンター運営経験のある社会福祉協議会職員やＮＰＯの協力を得て、地元主体の運営で、被災者本位の支援を念頭においた活動を行う。
＜コーディネーターの確保＞

ｱ
県内の災害ボランティアセンター運営経験のある者がサポートする。
ｲ
災害規模や運営の期間に応じて、外部の応援を得る。
ｳ
社協については、「関東ブロック都県・指定都市社協災害時の相互支援に関する協定」や「災害時における社会福祉協議会の相互支援協定」があり、社協職員の派遣が可能である。



・
地元のスタッフは同時に被災者なので、このことを配慮したサポートが必要とされる。
・
運営する上で、スタッフを構成する市町村社会福祉協議会、ＮＰＯ、ボランティアの各班（セクション）への割り振りやローテーション組み等の人事管理が重要。
・
長期間活動できるボランティアをスタッフとして登用することも必要。
・ できる限り地元のボランティアがスタッフとして参画できるよう働きかけを行う。

・ コーディネーターは目の前にいるボランティアだけを意識することなく、ボランティアの活動を通して被災者支援をしているという意識を忘れない。

・ ボランティアを「さばく」のではなく、丁寧に「つなぐ」という意識でコーディネートに当たるのが望ましい。

① 組織、レイアウト

◎　組織図（三条市災害ボランティアセンターの例）
























◎ 各班（セクション）等の役割（三条市災害ボランティアセンターの例）
	組　織
	役　割

	本部長
	全体統括、渉外

	副本部長
	運営統括、マスコミ対応、本部長の補佐

	総務班
	・
新しいニーズの発見、新しいプログラム（プロジェクト）の創出
・
県災害救援ボランティア本部、地元災害対策本部、他市町村災害ボランティアセンターとの連絡調整
・
マスコミ対応
・
寄付預託受入
・
予算管理
・
データ把握・収集
・
資機材確保
・
駐車場の確保
・
特別なスキルを持ったボランティアの活動機会の提供
・
「ボランティア活動証明書」の発行
・
救護（病気・けがへの救急対応）、ボランティア保険会社への対応
・
被災者相談や苦情への対応
・
運営スタッフのローテーション管理
・
打合せ、ミーティングの進行と記録の作成

	ボランティア受付班
	・
当日ボランティアに来た人への受付、受付票の管理
・
ボランティア希望者からの電話による問合せへの対応
・
ボランティア数の集計
・
ボランティア活動後の活動報告書の受け取り

	ニーズ班
	・
依頼者からの電話や来所による受付（ニーズ把握）
・
ボランティア依頼票の作成
・
活動場所の住宅地図の添付
・
活動報告書の整理

	マッチング班
	・
ボランティアへの活動指示書の作成
・
依頼者へのボランティア訪問前の電話最終確認
・
活動指示書に基づくボランティアの確保とチーム編成

	送り出し班
	・
ボランティアへの活動に際しての注意事項の説明
・
ボランティア活動場所の説明
・
資機材や必要物品の受け渡し、資機材管理
・
送迎車や自転車の手配とボランティアの送り出し

	ＩＴ班
	・
ホームページでの広報・啓発

	バイク隊
	・
被災者宅への安否確認
・
ボランティアへの資機材の配達
・
活動指示書の配達
・
ボランティアへの水の補給

	
	

	
	

	組　織
	役　割

	ハートケア班
	・
被災者のニーズ把握
・
健康相談、心の相談
・
被災者への生活復帰プログラムの企画・実施

	災害時要援護者対策班
	・
高齢者や障害者への相談と訪問援助等による対応


各種のプロジェクト
【ローリング作戦】　開所当初に行った被災者のニーズ把握と広報
【がんばろって隊（学生声かけ隊）】　学生達による被災者への声かけとニーズの掘り起こし
【側溝泥上げ隊】　被災者からの依頼の有無にかかわらず、被災地の側溝泥上げを組織的に実施
【ボランティアセンター清掃隊】　
主に小学生によるボランティアセンター内の清掃と資機材の整理整頓
【温泉部】　近隣温泉郷の無料送迎入浴サービスの受け入れ調整
【新聞部】　ボランティアセンターの活動情報を壁新聞にて報告
【応援メッセージ】　ボランティアから被災者への応援メッセージボードの設置
【楽市楽座】　全国から寄付を受けた家具、日用品類の被災者への提供
この他にも中長期的には、次の対応が考えられる。
・避難所運営支援の調整
・炊き出しの申し出の調整
・イベント受け入れの調整
・仮設住宅への引っ越しへの対応
・仮設住宅への友愛訪問の実施
・仮設住宅集会所等でのサロン活動の実施
・中学生、高校生への学習支援



○
中越大震災は中山間地で発生した地震災害であったために、都市部とは異なる対応が必要な場合もありました。例えば…
・
川口町の災害ボランティアセンターでは、被災者から直接ニーズが入ってきにくいことから、地区の状況に詳しい自治会長・区長等を通じてニーズを収集し、ボランティアのコーディネートを行った。
・
地区にボランティアセンター支所を置き、ボランティアリーダーが自治会長・区長等の補佐をしながら、避難所の運営支援や被災者の個別ニーズに対応した。
・
災害ボランティアセンターのボランティアであることを証明する「川口町災害ボランティア証」を発行し、ボランティアが活動の際に首にかけるなどして携帯した。
◎　災害ボランティアセンターレイアウト（三条市災害ボランティアセンターの例）
	




②基本フロー図、１日の流れ（三条市災害ボランティアセンターの例）
◎　基本フロー図
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◎　１日の流れ（三条市災害ボランティアセンターの例）
７：３０～　　朝の打ち合わせ
８：００～　　ボランティアセンター開所

　　　　　　　ニーズ受付開始

　　　　　　　ボランティア受付開始


１４：００～　ニーズ受付終了

１５：００～　マッチング受付終了

　　　　　　　ボランティア送迎開始（３箇所でピストン送迎開始）

１６：００～　ボランティア活動終了〔ボランティアはボランティアセンターへ帰所
（徒歩、自転車、マイクロ等）〕


１７：００～　ボランティアセンター閉所

１７：３０　　ボランティアセンタースタッフミーティング

　　　　　　　（各班よりの報告、本部長あいさつ、問題の対応策）

　　　　　　　（各班での打ち合わせ）



・災害の種類、災害の規模、ニーズの変化（時間的経過）、確保できるスタッフ数などにより状況が違ってくるので、臨機応変な対応が求められる。
・市町村災害ボランティアセンターに福祉救援機能を持たせる必要がある。福祉関係機関・団体と連携し、高齢者、障害者、児童等災害時要援護者の支援に対応できる組織を作る。
・各班（セクション）にチーフ（責任者）を置き、スタッフ間で意思疎通が図られるようにする。
・各班（セクション）やスタッフ全体のミーティングはたいへん重要。その日に出された課題や改善点を共有し、市町村災害ボランティアセンターとしてできること、できないことを明確にし、できることは具体的に翌日以降の対応につなげ、できないことは関係機関に相談するなど、素早い決断力と行動力が求められる。
・市町村災害対策本部との連携を密にするため、行政の担当職員から連絡調整役として市町村災害ボランティアセンターに常駐してもらう。それが難しければ、スタッフ全体のミーティングに参加してもらうか、市町村災害対策本部にスタッフが出向いて連絡調整役を果たすこと。
　
③ 主な活動と推移（過去の市町村災害ボランティアセンターの事例を基に）

【豪雨災害の場合（センター設置期間：およそ２～３週間）】
泥出し、家財の片付け、励まし
【地震災害の場合（センター設置期間：およそ２～３か月）】
瓦礫や家財の片付け、避難所での活動（運営補助、炊き出し、励まし、行事）


仮設住宅への引越し、仮設住宅、集会所での活動（交流、安否確認、行事）


災害救援から中長期的な生活支援、復興支援へ
※センター設置期間は、災害規模や地域の状況等により変わる。
（３）ボランティアのコーディネート

① ニーズ調査

・
ボランティアセンターの設置が決まったら、ボランティアセンターの内容や役割を広報し、ボランティア活動のニーズを調査する。

。

　ニーズをとる際は、仕事の内容や特記事項をよく確認しましょう。あいまいな内容では、現場に行ったボランティアが困ることになります。

　また、仕事の内容や活動場所について不安や疑問がある場合は、センターのスタッフが現場を確認することも必要です。
被災者には様々な心理のバリアー（遠慮・不安・プライバシーなど）があるので、型どおりの告知だけではなく、地元の支援者と連係しながら丁寧にかつ慎重に聞き取りや広報を行う必要があります。
② ボランティアの受入

・
ボランティアセンターに来たボランティアの受け入れを行う。
・
ボランティア受付票の記入、ボランティア活動保険への加入を行う。
③ マッチング

・
活動指示書によりニーズに対してボランティアをマッチング（『指示』ではなく『紹介』）させる。ニーズの内容により数人から数十人のグループになる。必ずリーダーを決め連絡用に携帯電話番号を記載する。

・
ニーズに対してボランティアが少ない場合は、ニーズの受付順ではなく、ニーズの内容を吟味して優先順位を定める。逆にニーズに対してボランティアが多い場合は、依頼者に確認をした上で求人数よりも少し多めに派遣してもよい。
④ オリエンテーション
· 活動をするうえでの留意点（ボランティア自身の健康、作業上の注意や被災者の心情配慮、プライバシーの尊重など）について十分にオリエンテーションを行う（送り出しを焦らない）。

⑤ 資材提供

・
活動に必要な資材、道具をボランティアに渡す。必要に応じて使用方法などの説明をする。

⑥ 送り出し

・
活動先が記載された住宅地図（詳細地図とルートマップ）のコピーを渡し、道順や所要時間等について説明する。
⑦ 交通手段

・
活動先が市町村災害ボランティアセンターから遠隔地にある場合は、徒歩ではなく自動車や自転車で移動できるよう整備する必要がある。（送迎班の設置）

・
ボランティアの安全確保を図る観点から、自動車を利用する場合はボランティアの自家用車ではなく、社会福祉協議会等公的機関の公用車（普通車、ワゴン車、マイクロバス）を確保し、運転も関係職員が行うことが望ましいが、ボランティアの資格や能力を勘案し、安全に配慮しながら柔軟に対応しても良い。


・ボランティア活動中に新たに人員や資材の補充が必要な場合があるので、臨機応変な対応が求められる。

⑧ 活動報告

・
活動を終え市町村災害ボランティアセンターに戻ってきたボランティアから報告を受けたり、必要に応じてしっかりと聞き取りを行い、ニーズの掘り起こしやセンター運営の改善に役立てる。（報告書の記入）

・
活動が終結したか、翌日以降に持ち越すニーズがあるか、体調の悪い人やけがをした人がいるか、うがいや手洗いをしたかなどについて確認する。

⑨ ボランティアに感謝する

・
ボランティアに対して「活動ご苦労様でした。ありがとうございました。気をつけて帰ってください。」などと労いの言葉をかける。

以下のような、ボランティアを装って被災者やボランティアセンターに迷惑をかける「ニセボランティア」が実際に出没しました。
　・被災家屋での活動中に貴重品や現金を盗む。
　・家の後片付け等の活動後に、依頼した被災者からお金を請求する。
　・ボランティアを装い避難所で寝泊りし、被災者のための炊き出しの食事を取る。
　・「ボランティアリーダー」と書いた名札を付け、勝手にボランティアに活動の指示を出し、災害ボランティアセンターの運営を混乱させる。
（４）物資の受け入れ・配給

　原則として、市町村災害ボランティアセンターでは被災者用の救援物資の受け入れは行わない。

　しかし、事前連絡なく届く場合もある。その時は、市町村災害対策本部に連絡し、引き取ってもらう。また、行政が保有する救援物資の中で有効活用できるものはボランティアセンターで適宜配布する。
（５）ボランティアの安全・衛生

　市町村災害ボランティアセンタースタッフは次の点に留意し、ボランティアの安全を確保する。

① 保険
・
ボランティアはボランティア活動保険（天災タイプ）に加入し活動する。（加入手続きの窓口は地元社会福祉協議会）保険加入はボランティア受付時に行う。
・
ボランティアは健康保険証（写）を携行するのが望ましい。
② 体調管理
・
体調が万全でないのに無理に活動する人がいる。このような人は市町村災害ボランティアセンターの事務ボランティア等で活動してもらうこともできる。
・
安全確保、病気・けがの防止について、朝のミーティング時の説明やボランティア送り出し時の声かけを通じて徹底する。さらに、ボランティア活動報告時にも活動場所、活動内容、病気・けがの有無、活動から帰ってきたボランティアの様子を確認することが重要。
・
市町村災害ボランティアセンタースタッフの体調管理も忘れてはいけない。特に、朝早くから夜遅くまで長期にわたり活動するスタッフは、きちんと食事を取って休憩（昼寝）することや、休暇を取ることも必要。

・
前夜に自宅を自家用車で出発し、ほとんど不眠状態で運転し現地で無理に活動した人が、熱中症になった。このような人には仮眠を取るなどしてから活動してもらうことが必要。
・
もともと心臓に持病があるのに活動し具合が悪くなった人がいた。

③ 災害別の留意点
　豪雨、地震、豪雪など災害の種類により安全確保の留意点が異なる。以下の項目を参考にしてボランティアの安全を図る。
【豪雨災害】
・
なりやすい病気やけがは、熱中症、日射病、切り傷・擦り傷（破傷風）、目に石灰やほこりが入るなど。
・
服装は長袖、長ズボン、帽子、マスク、手袋を着用し、こまめに水分補給、塩分補給、休憩をとることや手洗い、うがいを行うことは基本。
・
また、いくら注意をしても泥に埋もれた釘を踏んでしまうことがある。突然風が吹いてきてほこりや石灰が目に入ることもある。
・
さらに過信は禁物。スポーツマンタイプや体格のよい人の熱中症、けがが目立った。
・
石灰や消毒薬に関する知識も必要。石灰は濡れた素手で握るとやけどをするおそれがある。
【地震災害】
・
応急危険度判定「赤紙」（危険）の住宅の中では活動しない。また、外観による判定であるため、「黄紙」（要注意）や「緑紙」（調査済み）であっても、内部が安全であると判断されたわけではないので、活動の際には十分に留意する。判断が難しい場合は、ボランティアセンタースタッフが現場に事前に出向き確認し、判断すること。
・
家屋の被害の度合いについて、市町村が調査を行う場合があるので、家屋内外の片づけは家屋の持ち主に確認してから行うよう、ボランティアに十分に周知する。
・
作業時はヘルメット、防塵マスク、手袋を着用する。複数人数で物を運ぶ時などはお互いに声をかけあう。作業にあたっては必ず住宅の住人に立ち会ってもらうこと。
・
さらに、活動中に余震が発生したり、突風が吹きテントが飛ばされたり、トタンなど廃材が飛んでくることがある。さらにアスベストを使用している建物では活動しないなど留意すること。
【豪雪災害】
・
原則として、屋根の上での活動はしない。軒下作業並びに除雪車両に注意する。雪の下に瓦礫などが埋まっていてけがをすることがあるので、できるだけ除雪道路以外は歩かない。
・
雨具のフードをかぶって活動すると視覚、聴覚がさえぎられるので、フードをかぶらず、帽子、タオル等で対応する。
・
風邪を引かないように、汗をかいたらすぐに拭き取る。
【共通の留意点】

· 過敏性肺炎に注意すること。かびや細菌などを含んだ塵や埃などを吸入しているうちに気管支の先の部分でアレルギー反応が起こった結果発病する。発熱、咳などの初期症状がある。進行すると呼吸困難を伴うことがある。
・
避難勧告や指示が出ている被災地では、解除になってから活動する。市町村災害ボランティアセンターや県ボランティア本部は、常に県や市町村の災害対策本部との連絡を密にし、災害情報を速やかに把握し、危険な場合にはボランティアを引き上げさせる。
・
ボランティアにはチェーンソー、重機を使用させない。
・
ボランティアセンターから活動先まで車での移動が必要な場合は、ボランティアの自家用車ではなく公用車を確保し、運転手もボランティアではなく有給のセンター派遣スタッフをあてる。（必要に応じてボランティアセンターに車両班、送迎班などのセクションを置く。）
④ 病人、けが人が出た場合の対応～リスクマネジメントの重要性～
　病人、けが人が出た場合には、迅速、適切な対応が求められる。以下の点を参考にする。
・
市町村災害対策本部、新潟県看護協会、日本赤十字社新潟県支部等と連携して、常駐看護・救護スタッフを確保することが必要。救急箱や血圧計の常備も忘れない。
・
ボランティアセンタースタッフに、病人、けが人が出た場合の対応担当者を置く。例えば、三条市災害ボランティアセンターにおいては、同日の日中数時間のうちに１０件近くの病人、けが人が発生し、救急車にも数回出動要請する事態となったことがあった。当日の天候やボランティア活動数に応じて複数の担当者を置くことも考える。
＜ 担当者の役割 ＞
・
本人、家族、職場（学校）等との連絡
※病状確認は当日発生時だけではなく、電話で当日夜、翌日、数日後複数回行う。
・
活動先との連絡
・
消防署、病院との連絡
・
市町村社会福祉協議会、県社会福祉協議会のボランティア保険担当者との連絡
・
保険会社との連絡（事故報告書の送付等）
・
病院搬送時や搬送先の病院にはボランティアセンタースタッフが付き添う。


活動先で病気やけがになった場合、ボランティアセンタースタッフがすぐに活動先に行き状況確認することは、交通事情等から困難なこともありますが、できるだけ現場を確認するように努めましょう。

電話での確認も取りにくく、ボランティア同士は初対面でお互いがよくわからなかったり、他のボランティアに迷惑をかけたくない気持ちから、具合が悪いにもかかわらず軽症を装うこともあります。救急車出動要請を躊躇しない姿勢も必要です。
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⑤ ボランティアの食、住
　食事、宿泊、入浴はボランティア自身が確保することが基本である。しかし、場合によっては市町村災害ボランティアセンター等での対応が必要になる場合もある。そのときは安全を確認して適宜手配をする。



川口町災害ボランティアセンターの場合、現地の被災状況により、長期にわたり滞在し活動を行うボランティアにとってはこれらの確保が困難であり、ボランティアセンターとして次の対応を行った。
【食事】地元の食堂、商店が被害を受け休業していた。
→
ボランティアの健康管理、栄養確保が心配され、長期ボランティアに対して３食炊き出しを行った。調理は調理師等の経験のあるボランティアがリーダーになり対応した。
【宿泊】近隣に宿泊施設がなく、河川敷等で車中泊、テント泊、野宿をしていた。
→
エコノミークラス症候群や降雪時の安全確保が心配され、小学校の食堂を宿泊施設として開放し、ボランティアセンターがサポートし、ボランティアが運営した。
【入浴】自衛隊の風呂を利用した。さらに温泉施設へ公用車による送迎を行った。
＊　これらはその後、プレハブによるボランティアセンターを建設し、調理施設、
食堂（兼休憩室）、男女別宿泊室、シャワールームを設け対応した。


（６）災害時要援護者への対応
① 耳の不自由な人々への配慮
・
耳の不自由な人は、コミュニケーション手段についてハンディがある。コミュニケーションの方法は、口話、手話、筆談等多様。その人に見合った対応を心がける。
・
災害時の情報提供は、掲示板・プラカード・立看板やファックス等を積極的に活用することも大切。
・
正面から口を大きく開けて、ゆっくり話す口話（読話）も耳の不自由な人々への配慮のひとつ。
・
手話は、耳の不自由な人たちの間で生まれ育った会話である。手話ができなくても、身ぶり、手ぶりで話しかけてみる。
・
筆談は、てのひらや紙に文字を書いて伝える方法。要点をわかりやすく筆記する。　
② 目の不自由な人々への配慮
・
災害時の情報提供は、点字・音声・拡大文字等を積極的に活用するとともに、声かけ・手引きによる誘導に心がけることが大切。
・
街角で白い杖の人が立ち止まって考え込んでいるのは、方角がわからなくなった時に多い姿勢。「どうされましたか？」と声をかける。方向や場所を伝える時は、「右、左、前、後」とか、「何歩、何メートルの所」と明確に表現する。
・
手引きをする時は、白い杖の反対側から腕を貸し、見えない人の半歩前を歩く。白い杖を持つ手をつかんだり、引いたりすることは厳禁。
・
お茶や食事の時は、最初に並べた食器の位置と内容を、小声でハッキリと説明する。物の位置は、時計の針の位置でいうと分かりやすい。なお、これは食事の時だけとは限らない。
・
黙っていきなり身体に触れないことが大切。また、その人が何かにぶつかりそうになったら、周囲を気にせずに「危ない！」と大声をかける。
③ 手足の不自由な人々への配慮
・
災害時での対応ポイントとしては、周囲の状況を正確に伝え、車いす介助等を含んで安全な所への誘導に心がけること。
・
車いすの人が困っていたら、気軽に声をかける。１人で手伝うのが無理な場合は、近くの人に協力を求める。
・
階段で車いすの昇り・降りを手伝う場合は、４人１組で、呼吸をあわせて静かに持ち上げる。昇りは前向き、降りは後向きで、車いすの人が落ちないように気をつける。
・
車いすの人と話す時は、出来る限り目と目の高さをあわせるようにする。
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④ 知的発達障害のある人々への配慮
・
抽象的な情報を理解したり、伝えたりすることが苦手でも、豊かなイメージの世界をもち、それを表現できる人たちも少なくないので、積極的にコミュニケーションをとりあう。
・
本人の自主性を尊重し、自己決定ができるよう、気持ちや考え方の整理を手伝い、自己行為の結果に対しての責任を受け止められるようなフォローアップが大切。
⑤ 精神障害のある人々への配慮
・
安心感を伝えることがふれあいの基本。そのためには、苦しみを分かろうとする態度・姿勢をもつことが全てのはじまりである。但し、医師以外のものが症状に素人判断で対処することは慎む。
・
焦らせるような言動は慎まなければならない。その人の存在そのものが、かけがえのない大切なものであることを伝え、温かく見守ること。
⑥ 乳幼児等への配慮
・
乳児の入浴が困難になる等、様々な母親の育児上の悩みにきめ細かな配慮が必要。
・
幼児にとって、災害は大変な恐怖である。不安を和らげるよう、絵本を読んだり、一緒に遊んだりして、なごませることが大切。
・
子ども同士がふれあいの中で影響し合うことは、癒しと発達にとって重要。その機会（時間・場所・仲間づくり）を提供し、信頼して見守ることが大切。
⑦ 介護が必要な高齢者への配慮
・
水分摂取が不足しないように留意する。
・
環境がはげしく変わった時には、馴染んだ関係や雰囲気や思い出の品々などを、周囲がより意識して大切にしてあげたい。
・
スキンシップによる温かさの伝達や清潔を保つ援助は、大きな安心感・快適感の回復につながる。
⑧ 外国人への配慮

· やさしい日本語や絵を使う。なるべく漢字を使わないようにし漢字にはルビをふる。

· 中越大震災に際して、長岡市国際交流協会が、長岡市国際文化課、長岡市国際交流センター、ＮＰＯ、県内外の国際交流団体と連携し、外国籍市民支援活動を行った。

⑨ ペットの飼い主への配慮

・
飼い主にとってペットは大切な存在ですが、避難所の衛生面に配慮して被災動物の対応に努めましょう。
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（７）専門ボランティア
　専門的な知識や技能等が必要とされるボランティア活動を行う際の流れ、留意点などについて説明する。
① 個人ボランティアの受付けに際して
　個人として市町村災害ボランティアセンターを訪れるボランティアに対しては、ボランティア参加申込書等で免許・資格・特技等を把握し、専門性が発揮できる活動があればコーディネートする。（様式集参照）
　組織的な活動ができる専門ボランティアについては、その組織の派遣担当者と連絡・調整し、活動内容等を確認し、コーディネートする。また、専門ボランティアが必要な際は、県災害救援ボランティア本部に要請することもできる。
② 関係機関・団体との連携
　免許・資格・特技等に関係する団体と連携し、組織的に活動することも検討する。活動は市町村災害ボランティアセンター独自に行うのではなく、地元行政、関係機関・団体と協議、連携をしながら行う。


・災害時要援護者対策班の設置
三条市災害ボランティアセンターは災害時要援護者対策班を設置し、地元社会福祉協議会（在宅介護支援センター）、新潟県社会福祉士会、新潟県身体障害者療護施設協議会、新潟県医療ソーシャルワーカー協会、個人の専門ボランティアが連携・協力して、高齢者、障害者、児童等への支援活動を行った。
・日本赤十字社新潟県支部の活動
市町村災害ボランティアセンター本部や支所に救護員や看護師が常駐し被災者やボランティアの病気・けがの対応や健康管理を行った。

・接骨師会の活動
川口町災害ボランティアセンターに会員が常駐し地域に出向いて被災者にマッサージを行った。
・医療ソーシャルワーカー協会の活動
川口町災害ボランティアセンターにおいて、一般ボランティアとともに仮設住宅等を訪問し高齢者等の安否確認を行い、専門的な対応が必要なニーズについては、地元社会福祉協議会等につないだ。
・福祉レクリエーション・ワーカー協会の活動
仮設住宅集会所で高齢者、児童に対してレクリエーション活動を行った。
・大工（個人）の活動
高齢者等の仮設住宅玄関の雪囲いを行った。
・調理師（個人）の活動
長期ボランティアのための炊き出しを行った。
（８）情報の取扱い

　被災者や地域の状況は時間の経過とともに変化し、ボランティアに求められることも変わる。直接被災者に接するボランティアは、より正確に被災者の状況を把握したり、見落とされがちな問題に気づいたりすることもある。
　市町村災害ボランティアセンターは、救援活動に関わる諸団体が集まることができる場を設け、それぞれの団体が発見した課題を共有したり、被災者のニーズに対応したプログラムを作り出したり検討する機会を提供することが大切である。

　被災地での救援活動にあたる団体が様々な情報を全国に発信したり、現地の様子が報道されることは、より多くの人々の関心を高め、支援を広げる上で大切である。

　しかし、不注意な発信から被災地の人々の不信を招いたり、団体の意向と支援する人々の意識との間にギャップが生まれたり、不特定多数に発信されたために予期せぬ大きな反響を呼び、かえって現地の救援活動の妨げとなる場合もあり得る。

　このため、市町村災害ボランティアセンターを中心に発信すべき情報の内容や発信する相手を慎重に選び、また外部援助･支援活動に関する情報の窓口となるための、情報の受発信のための体制やシステムを早期に確立することが重要である。

＜ 情報取扱の手順 ＞
ｱ　多様な情報の収集

ｲ　国や自治体など関係機関との情報共有と、それに基づく対策の意思決定

ｳ　住民への災害情報の配信

①情報収集

ｱ　災害に関するあらゆる情報を収集・集約

　行政(災害対策本部)や関係機関などと連携し、現場職員が収集する情報、さらに市民やボランティアの携帯電話やパソコンから寄せられる情報など、あらゆる方面から被災地のリアルタイム映像や被災状況に関する多様な情報を収集する。

ｲ　被害情報の収集

・
災害ボランティアセンター設置の判断は、｢被害の大きさ｣とそれに伴う｢被災者支援の必要性｣が主な要因となるため、早急に被害状況を把握するのが一般的である。

・
情報は市町村または県の｢災害対策本部｣から入手することができる。また、災害の起きた時間や地域にもよるが、メディア(新聞、ラジオ等)からの情報なども有用であり、誤りや偏りがある可能性も留意しつつ、活用することができる。

・
被災者の状況、支援ニーズは能動的に動いて収集する必要がある。ボランティアが住民のニーズを直接聞き取る場合、被災地域との信頼関係ができていないことから十分に引き出せないことがあるため、地元町内会や民生委員等の関係者の協力を得る必要がある。
②情報共有

緊急時における迅速かつ適切な判断支援

　各方面から収集された情報は、情報班（セクション）に集約され総務班（セクション）や関係機関との間で情報共有される。これらの情報をもとに、自治体や関係機関と協議して適切な対策を決定する。

③情報配信

ｱ　あらゆるメディアを通じて、リアルタイムな情報を住民へ配信

　情報班（セクション）で集約された各種災害情報や、自治体や関係機関との協議で決定された災害対策は、テレビやインターネットをはじめとする多様なメディアを通じて、住民に届けられる。

ｲ　情報発信

　情報発信には、ボランティアに対しては｢ボランティア募集｣、被災者に対しては｢センター設置のお知らせ｣、そして｢マスコミへの発信｣の３つがある。

＜ ボランティア募集 ＞

ｱ
行政に協力を求める
ｲ
地域内でのチラシの配布
ｳ
Webサイトなどの活用（地域外からのボランティアへの事前情報の提供、但し被災地でインターネットの利用が可能な場合)。


・
平成１６年度に設置されたボランティアセンターでは、Webサイトの情報発信ツールであるブログ機能が活用された。募集の内容には｢センターの場所･連絡先｣｢活動内容｣｢条件｣｢準備資機材｣などを明記する。

＜ センター設置のお知らせ ＞

ｱ
｢正確･的確･適時｣に情報提供を行う。
ｲ
被災地域や避難所へセンターの存在を紹介するとともに、ニーズをくみ上げる。
ｳ
ボランティア（センター）への連絡を求めるために使われるチラシには、具体的な支援内容や｢お手伝いをする｣という被災者にわかりやすい内容を示したものが多い。

ｴ
被災者ニーズに合わせてセンターの活動状況を伝え、共有するための情報紙を作成するセンターもある。ボランティアの紹介やボランティア活動の留意点などをまとめたものを発行していた例もある。

ｵ
ボランティアの募集は、地域の状況に合わせて制限（例：地域内の居住者に限る等）を明確にしている例もあり、新潟県中越地震でも地域を限定して募集を行った。

＜ マスコミへの発信 ＞

ボランティアの募集、センター運営や支援物資として足りない物資の募集などにとって、効果的な情報発信方法（手段）となる、ただし、古い情報が流れることはセンター運営に混乱を招くことになる。


（９）各種調達

① 資金調達

　被災地域での救援活動やボランティアセンターの運営のため、活動資金の確保が必要となる。共同募金会の「災害支援制度」などの各種基金や助成制度を活用するとともに、活動募金等の募集を行う。

　活動募金については、募金目的や内容、使途等を詳細に明示する。
＜ 主な資金調達方法 ＞
◎　全国社会福祉協議会「福祉救援活動資金援助制度」災害配分金

◎　共同募金会「災害支援制度」

各市町村災害ボランティアセンターから、県共同募金会に申請を行う。

◎　活動募金

募金目的や内容等を詳細に明示し募集を行う。活動資金受付口座を開設し、周知する。

◎　個人、企業等からの寄付等

◎　ＮＰＯなどが実施している活動募金への申請

◎　各種基金や助成団体からの借り入れ等

② 資機材調達

· 平常時から災害を想定し、必要な備品等をリストアップし、できるだけ準備しておく。
· 平常時に不要な備品等については、災害発生時すぐに調達（購入や借り入れ）できるよう、関係機関・団体、企業などと事前調整しておく。

· 救援活動においては、資機材の破損や紛失なども考えられるため、個人の持ち物や機材等は借用しないようにする。

· 資機材の種類や数量も多いので、管理表などを作成し備品の管理を行う。また、資機材の置き忘れ、紛失などは、事故やけがの原因となるので適切に管理する。


○
救援物資や資機材は、事前の連絡がなく突然届くこともある。そんな物資や資機材を受け取ったら。。。

【救援物資】

・
市町村の災害対策本部へ連絡して運び、他の物資と一緒に分配等してもらう。

・
ただし、被災者に渡しやすく、有効活用できると判断されたものについては、市町村災害ボランティアセンターから直接被災者や避難所へ配布する。

【資機材】

・
活用できるものは活用する。

・
大量に届いた場合は、その資機材を必要としている他の災害ボランティアセンターがあれば配送する。

・
引き取り手がない場合は、保管しておき、必要が出た際に活用し、災害ボランティアセンター閉鎖後に専門のＮＰＯ等に寄付し、後に活用してもらう。
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【待機する軽トラック等】

【必要な資機材チェックリスト】

	資機材
	保持数
	購入・借入先

	電話、ファックス
	
	

	携帯電話、簡易無線機
	
	

	パソコン（ＬＡＮ、インターネット）
	
	

	印刷機
	
	

	コピー機
	
	

	プリンター
	
	

	（デジタル）カメラ
	
	

	ビデオカメラ
	
	

	ラジオ、テレビ
	
	

	石油ストーブ
	
	

	扇風機
	
	

	住宅地図（検索システム）
	
	

	文具類一式
	
	

	自動車・軽トラック
	
	

	自転車
	
	

	リヤカー
	
	

	一輪車
	
	

	簡易テント
	
	

	プレハブ
	
	

	コンテナハウス
	
	

	机、椅子
	
	

	掲示板
	
	

	ホワイトボード
	
	

	発電機
	
	

	投光器
	
	

	ライト類
	
	

	電池
	
	

	救急箱
	
	

	医薬品
	
	

	消毒液
	
	

	石けん
	
	

	担架
	
	

	毛布
	
	

	宿泊用具
	
	

	寝袋
	
	

	資機材
	保持数
	購入・借入先

	寝具
	
	

	水、非常食
	
	

	紙コップ、紙皿
	
	

	電気ポット
	
	

	カセットコンロ
	
	

	やかん、鍋
	
	

	消火器
	
	

	軍手
	
	

	マスク
	
	

	ヘルメット
	
	

	タオル
	
	

	雨具
	
	

	長靴
	
	

	掃除用具一式
	
	

	スコップ
	
	

	工具類
	
	

	ビニールシート
	
	

	ビニール袋
	
	

	土嚢袋
	
	

	ロープ
	
	

	段ボール
	
	

	ポリタンク
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


③ 人員調達

ｱ　運営スタッフの確保

· 市町村災害ボランティアセンターの立ち上げや運営のため、中長期的に活動できる運営スタッフが多数必要となる。県ボランティア本部スタッフ、県内外社会福祉協議会職員、ＮＰＯ、青年会議所（ＪＣ）、関係団体、一般ボランティアなどと連携し、４日から１週間程度の単位のローテーションで活動できるスタッフ体制の確保が必要である。



・
市町村災害ボランティアセンターは様々なスタッフが集まって運営に当たるが、各班（セクション）や部署に一定期間活動できる経験者を配置することが望ましい。
・
一方、主要メンバーに業務が集中しないよう、引き継ぎ、情報伝達、複数配置等を行うなど配慮も必要である。

ｲ　ボランティアの確保

· テレビ、ラジオ、新聞、インターネットなどを活用し、ボランティアの募集を行う。
· 同時に被災地域にも広報や案内を行い、地元のボランティアについて周知を行う。

・
災害発生初期は、様々な問い合わせやボランティア参加者が殺到する。災害ボランティアセンターの電話対応だけでは情報伝達に限界があるので、テレビ、ラジオなどのマスメディアやインターネットなどで、正確な現地の状況やボランティアへの参加方法、注意事項等について周知、広報を行う。

· 被災地での支援活動を円滑に行うため、各市町村社協やＮＰＯなどがボランティアの募集やとりまとめを行い、被災地への派遣や引率などを行う。また、必要に応じて、企業や組合、学校などに対しても、参加呼びかけを行いボランティアの確保を図る。

ｳ　専門ボランティアの確保

· 専門ボランティアは、行政、関係機関、専門職団体との連携が重要となる。活動の調整については、市町村災害ボランティアセンターだけではなく、行政、関係機関、専門職団体などと協議、連携をしながら活動を行う。

· 同業同種のボランティアが多数関わることから、参加団体間における十分な連携と情報交換が必要。

· 個人情報の保護に留意し、被災者のプライバシーに関する事柄も取り扱う可能性があるので、被災者に対して所属団体や活動目的などをきちんと説明しなければならない。
· 対応窓口や情報管理など、関係団体間で一本化するなど責任の所在を明確にしなければならない。

（１０）連携（連携と協働体制の構築）

　被災者の多様なニーズに即し、迅速で的確な対応・支援を図るには、市町村行政はもとより、ボランティアやＮＰＯをはじめ地域の様々な機関・団体等との連携及び協働体制をいち早く築き、それぞれの機能を活かした効果的な活動の展開を図っていくことが必要である。

　なお、市町村地域防災計画に市町村災害ボランティアセンターを明確に位置づけ、活動資金等も含め、市町村行政及び災害対策本部との役割や相互の支援協定を明文化しておくことが必須である。

① 県災害救援ボランティア本部
　統括的な後方支援組織として、県内外からの人的・物的支援の調整、情報や資機材の提供、市町村災害ボランティアセンターの立ち上げ及び継続的な活動支援等を行う。
② 市町村災害対策本部及び福祉行政
ｱ　災害対策本部
　市町村災害ボランティアセンターとの連絡を密にして情報の共有化を図る中で、災害ボランティア活動が効果的に行われるよう、側面的な活動支援を図る。
ｲ　福祉行政
　社協等と連携・協働し、市町村災害ボランティアセンターの立ち上げ・運営を行うとともに、災害対策本部及び行政の各セクションとのパイプ役（連絡調整役）を担う。
③ ボランティア連絡協議会及びＮＰＯ
　市町村災害ボランティアセンターの立ち上げ・運営及び被災者の救援・復興支援活動を行う。
④ 市町村社会福祉協議会
　市町村社会福祉協議会は、「社会福祉協議会における災害救援活動に関する相互支援協定」に基づき、災害発生時には相互に連携を取りながら、被災市町村の災害ボランティアセンター運営に対し積極的な支援を行う。

　県社協及び市町村社協は、平成21年1月に「災害時における社会福祉協議会の相互支援協定」を締結した。この相互支援協定は、県内社会福祉協議会のネットワークを最大限に活かした災害救援活動を実行するため、被災地に対する先遣隊や災害ボランティアセンターへのスタッフ派遣等の効果的な実施にむけて合意形成を図ったものである。
⑤ 民生委員児童委員協議会
　要援護者の安否確認及びニーズ把握等を行う。

⑥ 福祉関係団体
　会員等の安否確認及びニーズ把握等を行う。
⑦ 社会福祉施設
　利用者の安全確保と要援護者の緊急受け入れ及び施設機能を活かした在宅者への支援等を行う。
⑧ 保健・医療関係
　被災者へのメンタルヘルス活動は、基本的には県健康対策課や日赤が専門の立場から行う。ボランティアとしての活動は、友愛訪問、足湯、集会所等でのふれあいサロン等をとおしてコミュニケーションづくりを行う。
⑨ 教育関係
　被災者への救援・復興支援活動及び研究等を行う。

・
専門学校、大学によるボランティアの組織的、長期的派遣
・
専門学校生による手作りクッキーの提供
・
ボーイスカウト連盟による家屋の片付け、災害ボランティアセンターの整理整頓、テント等活動資材の提供
・
ＰＴＡ、学校運動部などのグループによる活動
⑩ 企業・組合関係
　各企業・組合等の特長を活かし、救援・復興支援活動への取り組みを行う。


・被災者を励ます各種イベントの実施
・建設業組合による家屋の片付け
・引っ越し業者による高齢者世帯等の仮設住宅への引っ越しボランティア
・マイクロバス、ワゴン車を所有する企業によるボランティアの送迎
・理容業者による理髪
・家庭教師協会による中・高校生の学習支援
・旅館組合による送迎付きの温泉招待
・災害ボランティアセンター事務機器・活動資材の無償貸与・提供
・ボランティアに対する活動に際しての栄養補給食品の提供
⑪ 自治会・町内会
　市町村行政や市町村災害ボランティアセンター及び民生委員児童委員と連携・協働し、被災された要援護者等のニーズ把握と安否確認を行う。
⑫ その他
　テレビ、ラジオ、新聞などのマスコミに情報を提供し、被災者及び災害ボランティアに対して迅速に情報が届くようにする。
※　基本的には、災害発生時に急遽、各機関・団体等と連携を図るのではなく、平時からのネットワークを構築しておくことが重要である。
（１１）閉鎖
① 閉鎖の判断
　立ち上げの協議の際に、あらかじめおおまかな閉鎖時期を決めておく。実際の閉鎖の際には被災地の住民組織、行政、関係機関・団体などと慎重に合意形成を図りながら被災者ニーズを見極め、タイミングを考える必要がある。

＜ 閉鎖の判断材料 ＞
ｱ
被災者のニーズが災害に伴うニーズから日常的なニーズに移行する。
ｲ
地元の福祉関係機関・団体の機能が回復する。
ｳ
地元を中心とする生活復興支援活動に見通しが立つ。
＊市町村災害ボランティアセンターの開設期間は、過去の災害を参考にすると、豪雨災害の場合は２～３週間、地震災害の場合は２～３か月である。

・
ボランティアは被災者への熱い思いなどから「まだ困っている人がいるので活動は必要です。」「被災者の復興支援のために、長期的な活動が必要です。」などとなりがちである。
・
逆にボランティアが活動を終えたくとも、地域の社協等でその活動を引き継ぎ、生活復興に向けた支援活動を行う体制が整わない場合もある。
② 閉鎖の周知
・
閉鎖が決まったら、県災害ボランティア本部へ連絡する。

・
地元広報紙、全戸配布チラシ、市町村災害ボランティアセンターのホームページを活用し、住民、ボランティア、関係機関・団体への周知に努める。

・
閉鎖後の業務引き継ぎ先についても関係者に周知する。
・
閉鎖となることで、被災者に不安を与えることのないよう十分留意する。

[image: image9.png]



【被災者からボランティアへのお礼のメッセージ】

③ 閉鎖に伴う業務
・
対応を終えていないニーズの引き継ぎ先や、日常的支援の展開方法について検討する。
・
借用した資機材を返却し、返却の必要のないものについては有効活用する。
・
活動資金の余剰金があれば、その管理や活用について検討する。
・
活動報告、決算報告を作成する。
　
④ 生活復興に向けた支援活動
　市町村災害ボランティアセンターが閉鎖されても災害復興への取り組みは続く。災害ボランティアセンターを構成していた関係機関・団体等には、引き続き支援活動を行うとともに、復興に向けたまちづくり計画に積極的に参画し、提言を行う役割が求められる。
⑤ 「災害ボランティア活動マニュアル」の更新
　市町村災害ボランティアセンター運営の経験を踏まえ、本マニュアルの更新作業にご協力をお願いしたい。
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【被災者を慰問する音楽隊】



MEMO


１　ボランティアネットワーク

（１）新潟県災害ボランティア活動連絡協議会

　連絡協議会では、ボランティア個人の資質の向上を図り、関係機関のネットワーク構築、ボランティア等とのネットワーク構築を行う。

① ボランティアの資質の向上

・
ボランティアコーディネーターの養成を行う。

② 関係機関のネットワーク構築

・
連絡協議会、幹事会、常任幹事会、ワーキンググループ等をとおして、関係機関のネットワークを構築しておく。

・
市町村に同様の組織が設置されている場合は、それらの組織との会合を持つなどして関係を構築する。

③ ボランティア等とのネットワーク構築

・活動連絡協議会のホームページ上で、個人または団体でボランティア登録ができるようにする。

・
災害時に活躍が期待できる団体（看護師協会、医師会等）と協議し、専門ボランティアや大型の資機材等を提供できるボランティアの受け入れ態勢を整備する。

④ 情報受発信

・
活動連絡協議会のホームページ（http://www.tatunet.ddo.jp/saigai/）により、各種情報の発信を行う。

（２）市町村のネットワーク

・
県の活動連絡協議会は同様の組織を各市町村でも設置するように働きかける。

・
市町村の連絡協議会的組織は、自治会・町内会レベルとの会合を開くなど、ネットワークを構築する。

[image: image11.wmf]
２　ボランティアの育成


・
県の連絡協議会では、ボランティアコーディネーターの育成を目指した研修会を開催する。研修の詳細については、随時ホームページ等を通じて広報する。

・
連絡協議会は、県及び市町村に、防災訓練の際にボランティアも参加できるように働きかける。

３　その他


要援護者に対する平常時の活動

・要援護者に関するニーズ把握と訪問介護、通所介護事業などの運営
・民生委員児童委員活動との連携
・在宅福祉サービスを実施する施設との連携
・「ケア付避難所」の把握
・福祉救援活動に関する「マニュアル」の策定
・市町村社協相互の応援体制

[image: image12.wmf]
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　活動に参加するボランティアに伝える留意点。

１　基本的な留意事項


① 自分のことは自分で責任を持って行う
　病気や食べ物、住居に困っているのは被災者である。被災者に迷惑をかけては、なんのためにボランティアに行ったのかわからない。健康管理は言うまでもなく、食事や宿泊場所の確保、帰省時の交通費、貴重品の管理など、自分のことは自分で責任を持って行うこと。なお、ボランティア保険にも事前に入っておくとよい。

② 被災者の立場に立った活動をする。

　混乱している被災者の心をかき乱すような態度は好ましくない。挨拶や言葉遣いなど、基本的なことを大切にすること。ボランティアは被災者に「やってあげる」のではない。「お手伝いさせていただく」くらいの気持ちで。

③ 自分で考えて行動しよう

　誰かの指示を待っているのではなく、自分で考えて行動する。周囲の様子をよく見て、今、自分ができることをやってみる。

④ 集団行動のルールを守る。

　ただし、災害ボランティア活動はグループでの活動である。勝手な判断をするのはやめ、問題が起きたらグループで相談して解決するか、それでもだめな場合はボランティアセンターに相談すること。

⑤ 断る勇気を持つ。

　気持ちが先走り、できないことまで安請け合いするのはやめる。できないことはできないと断る勇気も必要である。できないことを引き受けても、後でトラブルになるだけ。

⑥ 思い込みをなくす。

　勝手な思い込みによる行動は、単なる価値観の押し付けとなる。また「自分がやらなければ！」といった気負い過ぎも、被災者にとっては大きなお世話になる場合もある。「何をやるべきか」「何が求められているか」をしっかり理解し、役に立つ活動をする。

⑦ 地域住民の力を支援する。

　被災者とボランティアは復興に向けて「一緒に協力する」関係である。被災者の役割までボランティアが担い、被災者の力を奪ってしまうことのないように、気を付けることが重要。

２　活動するための手順


①正確な情報を事前に入手



②現地センターへ連絡



③でかける準備



④現地へ出発


⑤現地到着




・
現地に着いたら、個人で活動をせずに、現地の災害ボランティアセンターを訪ね、受け付けする。

・
個別の団体等で活動をする場合も、情報共有のために、ボランティアセンターを訪ねてもらうこと。

３　服装・持ちもの


　服装や携行品は、災害の種類や規模、ボランティア活動を行う時期によって異なる。基本的なものを紹介する。
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	服装
ケガ防止のための長袖・長ズボン
（吸湿性・通気性の高いもの）
（汚れてもいい服装）

長ぐつ（又はズック、作業用靴等）
長ぐつを長時間履いているとくつ擦れを起こしやすいので、厚手の靴下とセットで用意しておくといい。
※作業用の履き物は、災害の種類や作業内容、天候などによって判断することも必要。

帽子
直射日光をさえぎる　（日射病・熱射病対策）

マスク
粉塵を吸い込まないようにするため。
活性炭入りの防塵マスクなどなら、泥や消毒剤の臭い消しにも役立つ。




	もちもの

	軍手
	ゴム手袋
	タオル
	着替え
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すべり止めがついた厚手のものがよい
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数枚持ちましょう
	活動が終わったら着替えた方がよいでしょう

	
	
	

	雨合羽
	薬
	食べ物・飲み物
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小雨でも活動する場合が多い
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目薬やうがい薬を持っていきましょう
	自分で昼ご飯を用意（腐りにくいもの）

飲み物を用意（夏なら２～３Ｌ、こまめに水分補給、塩分が入ったスポーツドリンクなどが最適）


４　活動に係る経費


　ボランティア活動は自分のことは自分でやる「自己完結型」の活動である。被災地までの交通費、被災地での宿泊費、食費、ボランティア保険料など、ボランティア活動のための経費はすべて自己負担が基本。負担できる人が活動に参加する。

　ただし、ボランティア保険については、市町村災害ボランティアセンター等が負担する場合もあるので、事前に確認すること。

５　安全確保


　まず最初に自分の健康に留意することが大切である。また、危険な行動や危険を伴う活動は避ける。危険だと判断したら、依頼されても断ることが必要である。病気や怪我は、役に立つためのボランティア活動をかえって迷惑な活動にしてしまう。

　被災地は復旧・復興活動に忙しく、ボランティアセンターも日々の活動で手一杯となる。安全に留意して、迷惑をかけないように気を付けること。



　被災地は食料、水、寝る場所など、基本的なものが不足している。また災害によっては怪我人が多く出たり、病気になったりする被災者が多い場合もある。被災者のためにと思った活動が、本当に役に立つためにはどうしたらいいのか、一人一人がよく考えて行動することが重要である。

＜ 留意事項 ＞





�





�





現地センター支援担当（4）


・必要資機材対応（2）


・必要人員対応（2）





情報担当（4～　）


・被災地の情報収集（2～　）


・情報発信（2）





現地組織代表（1）


・全体統括、渉外　ほか


事務局長（1）


・運営統括、マスコミ対応





総務担当（4）


・県ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ本部との連絡調整（1）


・資金管理（1）


・記録（1）


・関係機関・団体との連絡調整（1）


　ほか





情報担当（3）


・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ受入数や必要数収集（1）


・必要情報収集、情報整理（1）


・情報発信（ＩＴ等）（1）　ほか





市町村災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ担当（2～　）


・コーディネーター派遣（1～　）


・ニーズ把握、対応（1）





事務局長（1）


・運営統括ほか





代表（1）


・全体統括


・渉外　ほか





総務（6～9）


・総務班統括、資金管理（1）


・記録（1）


・関係機関・団体との連絡調整（1）


・マスコミ対応（1）　ほか


・電話対応（2～5）





＜ 留意事項 ＞





�








机、椅子、ホワイトボード、掲示板用ボード、固定電話、携帯電話、無線、ファックス、パソコン、コピー機、テレビ、ラジオ、地図、事務用品　など





県ボランティア本部及び現地組織に必要な資機材





第１部　災害時の活動





大規模災害が発生し、県災害救援ボランティア本部の現地組織を設置した場合の流れ


県災害救援ボランティア本部の現地組織を設置しない場合の流れ


情報共有を行う





県災害対策本部





県災害救援ボランティア本部


●被災地情報の収集と発信


●広報・渉外・マスコミ対応


●支援団体等との連絡調整


●現地ボランティアセンターへの人材派遣


●資金調達





県災害救援ボランティア本部の現地組織


●市町村災害ボランティアセンターの支援


●情報送受信


●資機材の調達・配布


●関係機関等との連絡調整





Ａ市災害ボランティアセンター


●被災地の状況把握


●情報受発信


●被災者ニーズ把握


●ボランティア受付


●活動コーディネート


●関係機関との連絡調整





Ｂ町災害ボランティアセンター


●被災地の状況把握


●情報受発信


●被災者ニーズ把握


●ボランティア受付


●活動コーディネート


●関係機関との連絡調整





Ｃ村災害ボランティアセンター


●被災地の状況把握


●情報受発信


●被災者ニーズ把握


●ボランティア受付


●活動コーディネート


●関係機関との連絡調整





Ｃ村災害対策本部





Ａ市災害対策本部





＜ 活動の事例 ＞





＜ 活動の事例 ＞





＜社会福祉協議会における災害救援活動に関する相互支援協定＞








＜ ボランティアセンターの工夫 ＞





＜ 留意事項 ＞





＜ 留意事項 ＞








【あれ？家具がない？！】


　被災家屋の片づけをしているとき、捨てるものがたくさん出ますが、捨ててはいけないものもあります。捨てるはずではない家具を玄関前において家の中を片づけ、終わって家具を入れようとすると…。家具がない？！


　ごみだと思って収集されてしまったのです！　ゴミの収集の情報はしっかり確認し、きれいに片づいた玄関前で呆然とすることのないように気をつけましょう。


�





＜ 事　例 ＞





＜ 事例の一部 ＞








【住民の白い目が…】


　水害の際は、いちどきに大きなゴミが通りに出されます。不用意に車で小路に入ると、戻れないことに…。前にも進めず、後ろにも戻れず、といった状況になることもあるので、気をつけましょう。


　何をやっているんだという、住民の白い目が痛い…。





�





＜ 事　例 ＞





＜ 事故やケガがあった場合の留意事項 ＞





【コピー機が…】


　ボランティアセンターに必要な機材にはコピー機やファックスなどがありますが、基本的にセンターは一定の期間設置するものですから、そうした機材は「借りる」ことになります。


　しかし、「借りる」と言っても、レンタルとリースがあり、リースにしてしまうと長期の借り上げとなってしまうのです！　センターを閉鎖するのに返せない…。センター内で使用する機材については、よく調べてから手配しましょう。
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＜ 事　例 ＞





＜ ニセボランティアに注意！ ＞





＜ 活動先における留意事項 ＞





�





＜ 留意事項 ＞





�





現地ボランティアセンターで受付する。





無理な旅程はやめる。余裕を持って。





近くの社会福祉協議会でボランティア活動保険に入る。


持ち物や昼食、飲み物など必要なものを用意し、帰宅時の計画も含めた旅の手配をし、活動ができる健康体であるか確認する。





直接現地ボランティアセンターに連絡し、ボランティアを募集しているか、交通手段はどうなっているか、持っていくものがあるか、注意することは何かなどを確認する。





＜ 留意事項 ＞





１６：３０燕三条へ送迎バス





ボランティア活動が終了し、次の活動場所にいける場合はマッチング班へ連絡し、次の活動場所の指示を受ける（バイク隊が指示書を配達）





８：３０と９：００に燕三条より送迎バス





ステージ





ボランティア受付





依頼表張り出し場所





ボランティア受付





要援護者


対策班





ニーズ班





ボランティア電話案内





社会福祉士会





総務班





ハートケア班





マッチング班





救護所





バイク隊





ＩＴ班　　　　パソコン





出　口





窓口相談








外へ





送り出し班





資材置き場





入　口





楽市楽座





ハートケア班





バイク隊





ＩＴ班





送　迎　担　当





送り出し班


（オリエンテーション担当）





活動先紹介担当





活動先案内担当





要援護者対策班





社会福祉士会





マッチング班





活動先確認担当





活動指示書作成担当





電話受付担当





資料処理・地図担当





窓口相談担当





ニーズ班





本部長１名





副本部長２名





電話案内担当





センター受付担当





ボラ受付班





特別プロジェクト隊


・ローラー隊　　・側溝泥上げ隊　　・タオル隊





救　護　担　当





資　材　担　当





経　理　担　当





総務班





庶　務　担　当





＜ 留意事項 ＞





＜ 留意事項 ＞





ホームページや報道などでボランティア募集の状況についての情報を入手する。「とりあえず現地に行ってみる」と思って現地に行っても、ボランティアを募集しておらず、無駄足になることもある。





第３部　ボランティアの心構え





第２部　平常時の活動





	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	








M E M O





＜ 留意事項 ＞





＜ 留意事項 ＞





Ｂ町災害対策本部





＜新潟県社協における災害救援活動に関する相互支援協定締結に向けての指針＞





＜ 留意事項 ＞





＜ 留意事項 ＞











　当初の段階、または日頃から関係者がお互いに顔や活動が分かり、信頼関係を


築いておくことが非常に大切。
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＜ 留意事項 ＞
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＜ 留意事項 ＞





【夜の電話…】


　県ボランティア本部や市町村災害ボランティアセンターには、様々な電話がかかってきます。時には各種のお手伝いの提供希望も…。特に夜遅くなってかかってくる電話は、対応に困るものもあります。


　ボランティアに行きたいけれども、事情があって行けないので申し訳ないと、電話口で泣きながら行けない事情をうったえられたり、謝罪を繰り返したり。善意はありがたいのですが、その事情をうったえられてもなぁ…。酔っている人もいるので、対応に苦慮することもあります。


�








� ボランティア活動に必要な資材や機材を指す。「物資」は被災者のための救援物資とする。


� 被災者用の救援物資。ボランティア活動に必要なものは「資機材」とする。
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